
事業の課題、
今後の方向性等

　企業間取引や営業活動等の企業マッチングを促進するため、より多くの企業を掲載する
必要がある。また、単に企業情報だけではなく、仕事のやりがいなど、企業の魅力を含め
情報発信することで、企業の人材確保を支援する必要がある。

特記事項

成果目標
　企業間や産学官の連携促進、受発注機会の拡大、創業・事業転換の促進及び新たな事業
展開の基礎資料として、幅広く活用していただき、地域経済の活性化を図る。

事業実績
(活動指標)

指標名 単位 H28年度 H27年度

事業所掲載数（建設業、情報通信業等） 件 447

H26年度

事業所掲載数（製造業） 件 154 169

千円 人
臨時職員 253 千円 0.1 人

総　計 996 千円
再任用（ﾊｰﾌ）  

千円 人
再任用（ﾌﾙ）

56 千円
担当正規職員 687 千円 0.1

 千円 人
人件費 940 千円

嘱託職員  

コスト
人件費

職員構成
概算人件費

(平均給与×従事職員数)
従事職員数

事業費
(H28年度決算額） 人

事業の内容

　市内の「製造業（※１）」及び「建設業・情報通信業・運輸業・廃棄物処理業（※
２）」に対し、調査票を送付し、回答のあった企業情報を「企業データブック」としてま
とめ、製本するとともに、ＰＤＦデータをホームページへ掲載した。

※１　製造業：従業員(常勤役員、出向者を含む）４人以上の事業所
※２　建設業・情報通信業等：従業員（アルバイト・パート等は除く）が５人以上の
　　　　　　　　　　　　　　事業所

１　「経済センサス-基礎調査」に係る事業所情報を基に対象企業を抽出し、調査票を
　　　送付。

２　回答のあった企業情報を、データ入力（Excel）。

３　完成データを製本し、ＰＤＦデータをホームページへ掲載。

事業の目的・対象

目的：市内企業の事業内容、機械設備、有資格者等の情報を「企業データブック」として
まとめ、ホームページに掲載することで、企業間の交流や受発注活動などを促進し、地域
経済の活性化を図る。
対象：市内の「製造業」及び「建設業・情報通信業・運輸業・廃棄物処理業」をそれぞれ
隔年で交互に調査する。

根拠法令

千円
産業経済部工業労政課・企業立地課

事業の必要性
　企業間や産学官の連携促進、受発注機会の拡大等に幅広く活用していただくことによ
り、地域経済の活性化を図る必要がある。

千円 千円 56
企業データブック作成事業

56 千円 千円

事業シート 

事業名 Ｈ28年度
（決算額）

財　　源　　内　　訳

担当部・課 国道支出金 地方債 その他 一般財源


